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～豊富な事例から対応策がさがせます～債権管理できていますか？

メルマガ 債権管理・回収 最新事例Q&A
あなたの質問をお寄せください。

※上記の内容は一部変更となる場合がございます。
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「最新事例のQ&A」として、執筆陣による回答を専用メルマガで毎月配信！！

購読者限定サポートで
最新事例をゲット！
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1 はじめに

⑴　消滅時効とは
 消滅時効とは、法律に規定されている一定期間ある権利を行使し
ないという法律要件によりその権利の消滅という法律効果が生ずる
制度である。
その趣旨は、①長期間継続した事実状態を維持することが、法律
関係の安定のために必要であること（永続した事実状態の尊重）、②
権利の上に眠っている者は法の保護に値しないこと（法諺）、③あ
まりに古い過去の事実について立証することは困難であることに鑑
み、その立証に代えて、一定事実の一定期間の継続の立証をもって、
義務の不存在の主張をなすことを許す必要があること（立証困難の
救済）にある（川島武宜編『注釈民法⑸』（有斐閣、1967年）12頁）。

⑵　民法と自治法との相違点
民法には時効について全般な規定があるが、自治法にも債権の消
滅時効について規定がある。債権の消滅時効に関する民法と自治法
との間には【図表 2－ 4】に示す相違点がある。

２　医療・衛生分野
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診療費未払いの患者に対する診療拒否の可否

　診療費を支払っていない患者に対して診療を拒否する

ことができるか。Ｑ

Ａ 〔回答〕　患者に支払っていない診療費があっても、それを
理由にその患者の診療を拒否することはできない。

〔理由〕　診療については「診療に従事する医師は、診察治療の求め
があった場合には、正当な理由がなければ、これを拒んではならな
い」と医師の応召義務が規定されており（医師法19条 1 項）、医業報
酬が不払いであっても、直ちにこれを理由として診療を拒むことは
できないとされている（昭24・ 9 ・10医発第752号、医務局長通達）。
そのため、診療費が未払いであることを理由に診療を拒否すること
はできない。
〔解説〕
1　医師の応召義務
立法にあたっては、 医師の応召義務は医師の自覚の問題との意見
もあったが、医師の職務の公共性よりその応召義務は特に強調され
るべきであるとして、法律上の義務とされた（医師法19条 1 項）。こ
の義務違反に対する処罰規定はないものの、当該義務違反がある場
合、「医師としての品位を損するような行為のあったとき」に該当
するとして医師免許の取消又は停止を命ずることもありうるものと
されている（医師法 7条 2項 3号、昭30・ 8 ・12医収第755号、医務課
長回答）。
2　診療を正当に拒否できる場合
もっとも、正当事由があれば診療を拒むことができる。しかしな
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児童手当から保育園の保育料滞納分を控除して回
収することができるか

　保育園の保育料滞納分について、児童手当から控除して

回収することができるか。Ｑ

Ａ 〔回答〕　保育園の保育料滞納分については、児童手当の受
給資格者の申出（同意）なく、児童手当から控除して回収（徴

収）することができる。

〔理由〕　 子ども手当について、平成23年度における子ども手当の支
給等に関する特別措置法26条で、保育園の保育料滞納分について
は、子ども手当の受給資格者の申出（同意）なく、子ども手当から
控除して回収（徴収）することができると規定され、2012年 4 月 1
日施行の「児童手当法の一部を改正する法律」による改正後の児童
手当法において、 児童手当について引き継がれている（児童手当法
22条の 4）。
〔解説〕
1　児童手当から保育料滞納分を控除して回収することの可否
⑴　2012年 4 月 1 日施行の「児童手当法の一部を改正する法律」
による改正後の児童手当法 1条（目的）は「この法律は、父母そ
の他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基
本的認識の下に、児童を養育している者に児童手当を支給するこ
とにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代
の社会を担う児童の健やかな成長に資することを目的とする。」
として、児童手当支給の目的を規定している。また、同法15条（受
給権の保護）が「児童手当の支給を受ける権利は、譲り渡し、担
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実務担当者にとって必備の内容！




